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令和５年度公共事業評価専門委員会の審議概要 

１ 審議状況 

  全地区諮問 令和５年６月 12日 第１回公共事業評価専門委員会 

  継続審議  令和５年７月 14日 第２回公共事業評価専門委員会 

  現地調査  令和５年８月１日  第３回公共事業評価専門委員会（花巻北上線黒岩、和賀川） 

２ 主な質疑等の概要など 

（１）経営体育成基盤整備事業 星山・犬吠森地区（紫波町） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 第１回専門委員会 

農地集積率について、当初計画時点の目標値

はあるか。 

【農村建設課】 

農地集積率の目標値は、80％以上としていた。 

② 第１回専門委員会 

詳細調査の結果、揚水機の改修が必要となっ

たとのことだが、全県的に古い揚水機が多いと

思われるが、当初計画時点では改修を見込んで

いなかったということか。 

【農村建設課】 

 揚水機場の改修のみ当初から計画していたところ。

吸水槽等の構造物については、既設利用出来るものと

見込んでいたが、詳細調査の結果、全面改修が必要で

あることが判明した。事前調査の段階では、水門が壊

れていて構造物内が冠水状態だったため、十分に調査

出来なかったものである。 

③ 第１回専門委員会 

揚水機の改修の詳細について、説明して欲し

い。 

【農村建設課】第２回専門委員会にて説明 

 彦部第１揚水機場の改修状況について、資料に基づ

き説明。 

④ 第２回専門委員会 

吸水槽を既設利用する予定だったとのことだ

が、この吸水槽は、いつ造られたものか。 

【農村建設課】 

 吸水槽を含む揚水機場の築造時期は、昭和 39 年頃

である。 

⑤ 第２回専門委員会 

スライド９枚目の事業計画の変更内容の有無

及び内容について、用地買収補償費の項目の増

減内訳の「工法変更」とは、工法変更に関わる

用地買収の費用という理解で良いか。 

【農村建設課】 

 この用地買収補償費の増額は、揚水機場ではなく、

区画整理の工法変更に伴い新たに追加された電柱移転

や水道の移設補償費のことである。揚水機場の用地買

収費については、当初計画から変わっていない。 

⑥ 第２回専門委員会 

農地集積率について、平成 25 年時点の

68.6％、それに対する目標値の 80.0％、そし

て、令和４年度末時点の 86.6％の算出過程につ

いて、説明して欲しい。 

【農村建設課】 

今回説明（資料№３参照）。 

資料 No.２ 
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（２）中山間地域総合整備事業（生産基盤） 霞沢地区（一関市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 第１回専門委員会 

事業に関する評価指標の耕作放棄地率が事業

着手時（H25）の 5.6％から今回 0.2％に下がっ

た要因は。 

【農村建設課】 

 耕作放棄地率については、事業着手時は、農業セン

サスのデータだったが、今年度から、各市町村の農業

委員会のデータを用いることに変更となっている。農

業委員会のデータでは、農家が作付けする意思がある

農地は計上されないため、農業センサスよりも数値が

低くなる傾向がある。 

② 第１回専門委員会 

中山間地特有の地形から法面の問題について

は予見できたと思うがこのような区画整理計画

としたのはなぜか。 

【農村建設課】 

区画整理の規模については、こうした地形では、２

～３反部を目安としている。あまり規模を大きくする

と法面勾配が急峻となり、規模が小さすぎると区画整

理の趣旨に合わないため、規模感については、地元と

の調整を踏まえて決めている。 

③ 第１回専門委員会 

事業着手前に、今後この地域で営農を続けて

いく農家の見込み（後継者の有無等）は調査し

ているのか。 

【農村建設課】 

事業着手前には、集積率の計画を立ててハードとソ

フトを合わせて事業を進めることとしており、認定農

業者への聞き取りなども行っている。 

 

（３）中山間地域総合整備事業（一般） 愛宕地区（奥州市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 第１回専門委員会 

事業に関する評価指標の高齢化率は、奥州市

全体の数値か。この事業の対象地域である旧胆

沢町の高齢化率はどうか。 

【農村建設課】 

 そのとおり。胆沢地域の高齢化率は、R4 は 40％で、

奥州市全体と比べて３％程度高い。 

② 第１回専門委員会 

 この地区では、湧水の問題は今後も見込まれ

ないことでよいか。 

【農村建設課】 

 本事業は、区画整理を行うものではなく、主に用水

路の整備を行うものであることから、霞沢地区のよう

な大規模な湧水の問題は、今後も発生しないと考えて

いる。 

③ 第１回専門委員会 

作物生産効果及び営農経費削減効果の便益が

大きく上がっている要因は。 

【農村建設課】 

基準年の変更による労務費や機械経費の上昇や、受

益面積の増加が大きな要因である。 

④ 第１回専門委員会 

事業着手時（H25）に見込んでいなかった国

産農産物安定供給効果の便益とは何か。 

【農村建設課】 

 国産農産物安定供給効果は、H27 から追加された便

益で、土地改良事業の実施によって国産農産物が安定

供給されることで、国民が感じる安心感の効果であ

る。 
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（４）林道整備事業 花見舟打線（二戸市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 第１回専門委員会 

整備によって得られる効果として水源涵養が

あるが、本事業の対象地域は青森県境と非常に

近く、馬淵川に入って青森県の水源になるよう

に思われるが如何か。 

【森林保全課】 

委員ご指摘のとおり、最終的には、水源が馬淵川に

合流して青森県に向かうこととなるが、この区域の水

源は、一度、二戸市に流れることから、二戸市の森林

の保水能力向上や洪水の調整機能を果たしているもの

と考えている。 

② 第１回専門委員会 

森林整備経費縮減等便益が、他の２地区より

も大きく増加している要因は。 

【森林保全課】 

事業着手時（H25）の評価手法では、「林業専用道」

における当該便益の算定項目が少なかったが、評価マ

ニュアル改訂により算定項目が増えたため、増加した

もの。 

 

（５）林道整備事業 三田貝線（岩泉町） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 第１回専門委員会 

事業に関する評価指標の地元の協力体制を

「良い（５点）」と評価した理由は。 

【森林保全課】 

岩泉町については、用地や立木（りゅうぼく）の補

償の交渉を町で行っていただいていることから、「良

い」と評価した。 

 

（６）林道整備事業 大松沢線（陸前高田市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 

 

第１回専門委員会 

 工事の遅延理由が、当初想定していた岩盤層

が露出せず大量の残土が発生したとのことだ

が、未着工区間がまだ残っているが、今後も増

える可能性があるのか。 

【森林保全課】 

林道は、山間部を通る線形で延長が長いことから、

ボーリング調査は行わず、既設道路の岩盤面を見なが

ら想定岩盤線で当初設計を行っているが、想定してい

た岩盤層が出なかったため、残土発生量が増えてい

る。未着工区間については、急峻な箇所があり、ある

程度の残土は見込んでいる。 
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（７）地域連携道路整備事業（地域密着型） 主要地方道花巻北上線黒岩（北上市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 

 

第１回専門委員会 

 将来交通量が、前回評価時（H30）からあま

り変化がない中で、時間短縮便益が増加してい

る要因は。また、拡張便益が３便益を上回って

いるのはどういうことか。 

【道路建設課】 

 時間短縮便益の増加理由は、便益算定マニュアルの

改訂に伴い、便益の原単位が増加したためである。ま

た、拡張便益については、前回評価時から便益項目や

原単位の変更に伴う増加である。 

② 第１回専門委員会 

時間短縮便益について、前回評価時（H30）

に、幅員の拡幅によって走行速度が上昇するた

めという説明があったと思う。その際、測定区

間の法定速度を超えた走行速度で算定している

ということだったが、今回も評価方法に変更は

ないか。 

【道路建設課】 

改良前後の設計速度の差を用いて便益を算定してお

り、評価方法に変更はない。 

③ 第１回専門委員会 

用地交渉はすでに終わっているのか。 

【道路建設課】 

 用地交渉は現在も継続している。 

④ 第１回専門委員会 

河川事業との連携の経緯と理由について、説

明して欲しい。 

【道路建設課】第２回専門委員会にて説明 

 県の道路事業開始時点（平成 21 年）では、当該地区

に係る国の河川事業は具体化していないため連携には

至っていない。 

 その後、道路設計を進めている過程で、平成 23 年頃

に国の河川事業が具体化し、県道が北上川に近接する

付近において、道路と堤防が重複することとなったこ

とから、相互の設計や用地補償等を連携して進めてい

るところ。 

⑤ 第２回専門委員会 

国の河川事業では、花巻市側の護岸整備も当

初計画されていたようだが、なぜ県が単独で整

備することとなったのか。 

【道路建設課】 

当初は、道路の縦断勾配がそれほど高くない位置に

検討されていたため、洪水が及ばないように山付けの

位置まで堤防を上げる必要があったが、道路の縦断勾

配を上げることで、より高い位置に堤防が取りつく計

画となったため、堤防の終点位置が変わったものであ

る。 

⑥ 第２回専門委員会 

環境等への配慮に要する経費として、再生砕

石を使用した金額が記載されているが、これは

再生砕石を使用したことでプラスでかかった経

費ということか。 

【道路建設課】 

これは再生砕石を使用した実経費であり、掛かり増

し経費ではない。 

⑦ 第２回専門委員会 

別な事業では、再生砕石の使用によりコスト

縮減が図られた事例もあるようだが、この事業

ではどうなのか、説明して欲しい。 

【道路建設課】 

 今回説明（資料№３参照）。 
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⑧ 第２回専門委員会 

拡張便益について、⑤大型車すれ違い困難箇

所の解消便益、⑥歩行の安全性・快適性の向上

便益は、両方とも住民のＣＶＭの支払い意思額

によって算定されているが、住民の意識調査の

対象範囲は。 

また、ＣＶＭへの係数である、⑤の「受益者

数」、⑥の「影響範囲面積」は、どのように設

定しているのか。 

【道路建設課】 

ＣＶＭの支払い意思額は、「道路投資の評価に関する

指針」を参考として算定している。対象範囲について

は、東北などの地域性の設定は特にない。 

 大型車すれ違い困難等の受益者数は、簡便的な算定

として、日常的に利用する世帯が１日１往復するとい

うことを想定し、予測交通量の２分の１としている。 

 安全性の影響範囲は、歩道整備区間延長 600ｍ、幅

50ｍを支払い意思の影響範囲面積としている。 

※ 具体的な算出方法については、今回説明（資料

№３参照）。 

⑨ 第３回専門委員会（現地調査） 

急カーブ付近は見通しが悪いが、この事業に

よって改善されるのか。 

【道路建設課】 

 道路の線形が川側にシフトするため、現状よりも緩

やかなカーブとなり見通しが良くなる。 

⑩ 第３回専門委員会（現地調査） 

未着手箇所の道路の幅は、完成済み箇所と同

じ幅に広がるのか。また、道路の高さも現状よ

り高くなるのか。 

【道路建設課】 

 そのとおり。 

⑪ 第３回専門委員会（現地調査） 

この自転車道は無くなるのか。また、歩道は

どこに設置するのか。 

【道路建設課】 

 堤防の一部が自転車道となる。歩道は川側に設置す

る。 

⑫ 第３回専門委員会（現地調査） 

この道路は通学路になっているのか。 

【道路建設課】 

小学校のスクールバスの運行コースとなっており、

停留所までの通学路になっている。 

 また、中学校への通学路にもなっている。 

⑬ 第３回専門委員会（現地調査） 

用地補償物件はどこに建て替えるのか。 

【道路建設課】 

 同じ町内に建て替えている。 
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（８）広域河川改修事業 一級河川北上川水系夏川ほか 油島（一関市） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 

 

第１回専門委員会 

事業に関する評価指標の公共施設・弱者施設

について、想定氾濫区域内の高齢者施設を指し

ていると考えられるが、この施設は宮城県に位

置する施設であり、岩手県の公共事業でありな

がら宮城県の施設を含めて良いのかという見方

も考えられるが如何か。費用便益分析について

も、宮城県の想定氾濫区域を含んでいるのであ

れば過大評価になるのではないか。 

【河川課】 

 想定氾濫区域内の高齢者施設については、本事業は

右岸側の宮城県と調整を図って実施しているものであ

り、右岸側の想定氾濫区域内に高齢者施設があること

からそのように評価したものである。 

 総事業費も岩手県と宮城県の事業費の合計であり、

費用便益分析が過大評価になるとは考えていない。宮

城県も同様の評価手法と聞いている。 

② 第１回専門委員会 

切り分けが難しいと思うが、参考として、岩

手県側の便益と費用負担額に対する費用便益分

析を検討して欲しい。 

工事の発注方法についても教えて欲しい。 

【河川課】第２回専門委員会にて説明 

（１）岩手県側の費用便益比について 

                 （単位：百万円） 

区分 
今回再評価時 

（全体） 

今回再評価時 

（岩手県分）※ 

総費用（B） 6,076.7 4,099.8 

総便益（C） 34,982.0 15,069.8 

費用便益比（B/C） 5.8 3.7 

※参考値として算出。 

（２）工事の発注方法について 

   左右岸の築堤工事の進度に大きな乖離があると

進度が遅れている側の被害が増大する恐れがある

ため、右岸側を管理している宮城県と、予算の状

況を踏まえ実施区間を調整し発注している。 

③ 第２回専門委員会 

参考値の岩手県側のＢ／Ｃの算出にあたって

は、宮城県側にある高齢者施設は考慮していな

いと理解して良いか。 

【河川課】 

 そのとおり。 

④ 第１回専門委員会 

治水経済マニュアルの改訂で、農地、農業用

施設等が独立した形となっているが、農地の面

積はどのように算出しているのか。 

【河川課】 

 農地の面積については、令和２年度の国勢調査結果

に基づいて、地形データにメッシュとして数値を入

れ、それを氾濫解析の該当する部分の面積を算定して

合計値を計上している。 
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（９）治水施設整備事業 一級河川和賀川 大野・内ノ沢～若畑（西和賀町） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 

 

第１回専門委員会 

残土の処分地は確定しているのか。 

【河川課】 

 相当なボリュームの掘削工事となっており、処分地

を一気に選定することが困難な状況である。着工分に

ついて、その都度処分地を調整しながら進めている。 

② 第１回専門委員会 

 事業に関する評価指標の防護人口が、事業着

手時（H26）の 102 人から今回評価で 36 人と３

分の１程度に減少しており、いずれ０人になる

のではないかという勢いで人口減少している中

で、事業期間が 10 年延長となるが、代替案の

可能性は本当に無いのか。 

【河川課】 

 河川の沿線には住宅や農地もあり、洪水が発生する

と浸水被害が発生する恐れがある。断面確保を地域と

調整して進めているところであり、事業費の増大はあ

るものの着実に進捗していることから引き続き河川改

修が得策と考えている。 

③ 第１回専門委員会 

 未着手区間に防護人口が何人いるのか検証

し、残土処分費用の増大に対して、移転費用補

償や輪中堤などの代替案が無いか、説明して欲

しい。 

【河川課】第２回専門委員会にて説明 

 各工区における事前評価時と今回評価時の実防護人

口、農地被害額事業費、Ｂ／Ｃの状況について資料で

説明。 

 桐沢工区において、「輪中堤＋河道掘削」の代替案の

可能性を検討したが、コストや地域の経済活動への影

響等を総合的に比較し、現在の「築堤＋河道整備」が

妥当と判断した。 

 なお、移転費用補償については、公共事業を進める

にあたって支障が生じる場合にはあり得るが、浸水を

理由としてそこから住居移転させる制度は治水対策に

は無い。 

④ 第２回専門委員会 

これまでの農地の利用の変遷について、説明

して欲しい。 

【河川課】 

 今回説明（資料№３参照）。 

⑤ 第２回専門委員会 

輪中堤の代替案の検討に関する人口分布等に

ついて、説明して欲しい。 

【河川課】 

 今回説明（資料№３参照）。 

⑥ 第２回専門委員会 

若畑工区の浸水範囲の中に主要地方道盛岡横

手線があると思うが、もしここが浸水した場

合、迂回が発生する可能性があるが、この事業

によってそれが回避されるといった効果がある

と思われるが、Ｂ／Ｃの算定にあたっては便益

に計上されているのか。あるいは定性的に評価

しているのか。 

【河川課】 

 一般資産の被害ではないため、この事業の便益には

計上していない。定性的に評価している。 

⑦ 第２回専門委員会 

 各工区の平成 23 年６月豪雨の浸水範囲と想

定浸水範囲シミュレーションの比較について、

説明して欲しい。 

【河川課】 

 今回説明（資料№３参照）。 
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⑧ 第２回専門委員会 

弁天工区で２軒浸水しているところは、道路

を伝わって浸水しているようだが、これは道路

の雨水枡等の改修工事で対応できるのではない

かとも考えられるが、河川事業で対応すること

としたのはなぜか。 

【河川課】 

 山のところがトンネルの形状になっていたため、上

流で溢れた洪水がトンネルを通って下流へ浸水に至っ

たもの。この上流側の河道断面を拡げて水位を下げて

あげることで浸水を防止していく必要がある工区であ

ると判断した。 

⑨ 第２回専門委員会 

 このトンネルの浸水深や冠水していた時間な

どの状況について、説明して欲しい。 

【河川課】 

 今回説明（資料№３参照）。 

⑩ 第２回専門委員会 

当初の残土処理予定地はどこを想定していた

のか。 

【河川課】 

弁天工区の近傍にある西和賀町の残土置場で、平均

距離として大体 5.5kmのところである。 

⑪ 第２回専門委員会 

当初の残土処理予定地の敷地面積や、どのよ

うに状況が変わって約 49.5km 先となったの

か、説明して欲しい。 

【河川課】 

 今回説明（資料№３参照）。 

⑫ 第３回専門委員会（現地調査）［大野工区］ 

洪水が発生した場合に、農地などに漂着した

流木等の撤去費用は県が負担するのか。 

【河川課】 

自然災害による漂着物の撤去費用については、基本

的にその土地の所有者・管理者が負担することとな

る。 

⑬ 第３回専門委員会（現地調査）［大野工区］ 

向こうに見える建物は民家か。 

【河川課】 

昔は民家だったようだが、現在は撤去する方向で進

められている。 

⑭ 第３回専門委員会（現地調査）［大野工区］ 

事業計画当初には住民がいたのか。 

【河川課】 

大野工区については、事前評価時から住民は０人だ

った。 

⑮ 第３回専門委員会（現地調査）［大野工区］ 

右岸も築堤するようだが、何を保全するの

か。 

【河川課】 

背後地に畑がある。 

⑯ 第３回専門委員会（現地調査）［大野工区］ 

右岸側の築堤の必要性と地山との取り付き方

について、説明して欲しい。 

【河川課】 

今回説明（資料№３参照）。 

⑰ 第３回専門委員会（現地調査）［大野工区］ 

橋の両側が浸水想定区域となっているが、も

し洪水が発生した場合、この橋は通行不可とな

るのか。 

【河川課】 

平面図の着色の誤り。橋梁及び前後の道路は通行不

可とはならない。 

⑱ 第３回専門委員会（現地調査）［大野工区］ 

上流工区のみ完了した場合の大野工区の浸水

範囲や浸水深について、説明して欲しい。 

【河川課】 

今回説明（資料№３参照）。 

⑲ 第３回専門委員会（現地調査）［大野工区］ 

平成 23 年の洪水被害における農地被害額に

ついて、説明して欲しい。 

【河川課】 

今回説明（資料№３参照）。 

⑳ 第３回専門委員会（現地調査）［弁天工区］ 

紫色で示されている他事業による堤防の築堤

時期は。 

【河川課】 

具体的な年度まではお答えできないが、昭和に整備

されたものである。 

㉑ 第３回専門委員会（現地調査）［弁天工区］ 

上流に砂防堰堤のようなものはあるのか。 

【河川課】 

各支川でいくつかある。 
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㉒ 第３回専門委員会（現地調査）［弁天工区］ 

右岸側の堤防で挟まれている河川は、県管理

河川か。 

【河川課】 

県管理の松川である。 

㉓ 第３回専門委員会（現地調査）［弁天工区］ 

松川は、堤防で挟まれることで、バックウォ

ーターが起こるのではないか。 

【河川課】 

土地の高いところまで堤防を擦り付けることで、バ

ックウォーター対策としている。 

㉔ 第３回専門委員会（現地調査）［弁天工区］ 

和賀川では河道掘削をこれまで行ったことは

あるのか。 

【河川課】 

必要なところの土砂掘削を行ったことがあるが、大

規模な掘削は、本事業で実施することとしている。 

㉕ 第３回専門委員会（現地調査）［弁天工区］ 

事業完了後の将来的な堆積の見通しと対応

は。 

【河川課】 

蛇行している内側など堆積しやすい場所が、ある程

度特定できることから、事業完了後は、堆積状況を見

ながら維持管理の中で土砂掘削を実施していく。 

㉖ 第３回専門委員会（現地調査）［弁天工区］ 

農地への氾濫をある程度許容すれば、築堤は

しなくても良いのではないか。 

【河川課】 

和賀川は緩やかな河床勾配ではないため、氾濫する

と強い勢いで流下していく。背後地の生活や営みを守

るためにも、地域の理解を得て事業を進めている。 

㉗ 第３回専門委員会（現地調査）［弁天工区］ 

河道掘削や築堤をせずに、流域治水の考え方

に基づき溢れることを許容すれば、下流への負

荷を軽減できるのではないか。また、一関遊水

地のように、浸水した区域に対して補償するよ

うな考え方が出来ないか、説明して欲しい。 

【河川課】 

今回説明（資料№３参照）。 

㉘ 第３回専門委員会（現地調査）［桐沢工区］ 

右岸側の堤防を造る前はどのようになってい

たのか。 

【河川課】 

堤防はなく、橋梁の条件護岸があった。 
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（10）県単砂防事業 二級河川小本川水系 沢川目の沢（２）（岩泉町） 

質疑等の概要 

専門委員からの質疑等 事業担当課の対応（回答） 

① 

 

第１回専門委員会 

 応急対応の便益項目が、事業評価時（H25）

から大きく増加している要因は。 

【砂防災害課】 

 土石流が発生した場合の応急の土砂や流木の撤去が

見込まれるが、事業着手時はその量が未確定だったた

め計上できなかったが、今回評価時においては計上し

たもの。 

② 第１回専門委員会 

人的被害（逸失利益）の便益項目の算出方法

について、説明して欲しい。 

【砂防災害課】第２回専門委員会にて説明 

算出式：人的被害（逸失利益） 

＝［Ａ］死者数（人身被害数） 

×［Ｂ］逸失利益の１人あたり単価 

③ 第２回専門委員会 

人的被害の算出単価である平均年収の対象地

域は。平均値は、単純平均か、中央値か。 

【砂防災害課】 

 平均年収は、岩手県市町村民経済計算を参考として

おり、岩泉町の平均年収である。平均値は、単純平均

である。 
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様式１６

令和５年８月22日作成

〔事業根拠法令等：土地改良法〕

(1) 事業目的

①解決すべき課題

②整備によって得られる効果

(2) 事業内容

(3) 整備目標等

(4) これまでの評価経緯

平成27年度：再評価（事業着手後10年経過）：事業継続

～
～
～

1,204.1
656.8
328.4

事業概要図

農業用パイプライン

排水路

農道

受益範囲

（当初全体計画期間)
事
業
費
〔

百
万
円
〕

当初計画
総事業費
（H14）

再評価時
総事業費
（H27）

最　　終
総事業費
（H30）

事業
着手

H14年度
事業
期間

最終全体事業期間 用地
着手

H14年度
工事
着手

H15年度H14 H29 (再評価時全体計画期間）
H14 H19

H14 H30

路線名等 － 地区名 東奥中山
ひがしおくなかやま

財　　源

2,570.0 2,200.0 2,189.3
  国庫
　県
  他

（うち用地費） （うち用地費） （うち用地費）

市町村 二戸郡一戸町

公共事業　事後評価調書

事業名 畑地帯総合整備事業 補助・単独 担当部課名 農林水産部農村建設課

(40.0) (79.0) (76.8)

事

業

概

要

本地区は、二戸郡一戸町の中心部から南方約18kmの西岳の東側山麓に展開する高原地帯に位
置しており、高冷地野菜や酪農を中心とした営農が展開される地域において、畑地かんがい施
設等を整備したものである。
　本地域では、夏季冷涼な気候を生かしたレタスやキャベツなどの栽培が盛んであるが、かん
がい施設が未整備であるため、干ばつの影響を受けやすく、農業生産に支障を来していた。
　また、排水路が土水路であるため、侵食や崩壊により通水断面が阻害され、排水に支障を来
し、畑作物の安定生産の妨げとなっていた。
　さらに、農道の幅員が狭小で路面の状況も悪いため、農業用車両の通行に支障が生じるとと
もに、生産作物の荷傷みが発生し、農作業の効率化・低コスト化が阻害されていた。
　このことから、農業用水の安定的な確保及び排水機能の向上、並びに営農の効率化を図るこ
とにより、畑作物の生産振興及び畑作経営の改善・安定に資することを目的とする。

畑地かんがい施設や排水路、農道等の生産基盤を総合的に整備することにより、農作物の計
画的・安定的な生産や品質向上が図られ、農業経営の安定に寄与する。

畑地かんがい施設 A=406ha（農業用パイプライン 24.0km）
　排水路　5.8km、　農道　3.4km
　集落環境管理施設１式（堆肥舎８ヵ所、液状コンポスト施設２ヵ所）

「希望郷いわての農業農村整備計画」（H21～H30）における整備目標
　畑地かんがい面積　H20：2,039ha　→　H30（目標値）：2,500ha

　事業計画の変更等：事業期間の大幅な延長（給水施設の追加要望への対応等のため）
事業計画の変更（現況施設利用による事業量の減）

一戸町
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整備効果の発現状況

○排水路及び農道の整備による維持管理の負担軽減や農業交通等の改善

○堆肥舎等の整備による循環型農業の確立

 〇 費用便益分析

費用便益分析手法

（単位：百万円）

総便益Ｂ(現在価値化)　④

※ 総費用及び総便益が増となった理由

②総便益の増
効果算定に用いる主要作物（レタス等）の単価の上昇等に伴い、便益額が増となったもの。

費用便益Ｂ／Ｃ
⑤=④÷③

1.43 3.35 3.53

①総費用の増
評価基準年を事後評価時としたことに伴い、評価基準年以前の事業費を現在価値化したこと

から、総費用が増となったもの。

事

業

の

効

果

等

・再評価・事後評価時：農林水産省「土地改良事業の費用対効果分析に関する基本指針（平成19年３月）」

区　分 事業着手時
(基準年:H13)

費
用
項
目

事業費① 2,570 2,311

地域用水効果

評価期間 45 56 57 工事期間＋40年

16,231 53,127 76,523

年総効果(便益)額　計 1,020 1,690 1,837

作物生産効果、品質向上効果、維持管理費節減効
果、営農経費節減効果

8,757 13,571 18,660
国営かんがい排水事業馬淵川沿岸一期地区、国営か
んがい排水事業馬淵川沿岸二期地区

総費用Ｃ(現在価値化)
(③=①+②)

11,327 15,882 21,670
各年度整備事業費と完了後40年間に必要とされる更
新費用を現在価値化した金額の総額

食料の安定供給の
確保に関する効果
農村の振興に
関する効果

更新効果

1,004

-

16

1,687 1,834

3 3

- -

再評価時
(基準年:H26)

事後評価時
(基準年:R4)

備　考

畑地かんがい施設の整備により、事業開始前と比較して、10a当たりのキャベツの収量は10％
以上、レタスの収量は20％以上増加した。
　また、促成アスパラの根株重量は30％以上増加する等、安定した生育環境が確保されたこと
から、受益者の中には、本事業を契機に促成アスパラやリーフレタスの栽培を新たに始めるな
ど、本地域における安定した畑作経営や高収益作物の導入に寄与している。

○畑地かんがい施設の整備による高冷地野菜の収量増加や高収益作物の導入促進

排水路の整備により、泥上げなどの維持管理に係る負担軽減が図られている。
また、農道の整備により、農作物の搬出入や地域の日常生活における交通の利便性が向

上し、営農環境や生活環境の改善に寄与している。

堆肥舎等の整備により、家畜排せつ物の適切な処理や堆肥・液状コンポストによる農地
への還元が図られ、野菜の生産・品質の向上や循環型農業の確立に寄与している。

・事業着手時：農林水産省「土地改良事業における経済効果の測定方法について（昭和60年７月）」

3,010

関連事業費等②

3,244 

3,686 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

事業実施前 事業実施後

キャベツの収量（kg/10a）

150 

207 

0

50

100

150

200

250

300

非かん水区 かん水区

促成アスパラ 根株重量（グラム）

2,682 

3,445 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

非かん水区 かん水区

レタスの収量（kg/10a）

（中心規格M）

（中心規格L）

（H29～R3の5ヵ年平均） （H26作）（H7～H11の5ヵ年平均） （H27作）
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受益農家を対象にしたアンケート調査

１　アンケート調査の概要

① 調査対象 ：地区内の受益者111名

② 調査時期 ：令和５年２月

③ 回収結果 ：回収率50.5％（56／111）

④ 回答者属性 ：年齢　49歳以下18％、59歳以下16％、69歳以下38％、79歳以下21％

 80歳以上5％、無回答2％

２　アンケート結果　※〈　〉内は無回答者を除く割合

(1) 農地の耕作状況（回答者数56名）

①所有地を耕作・・・・・・・・・・ 14人（25％）

②所有地と借地を耕作・・・・・・・ 26人（47％）

③所有地を耕作するほかに貸地がある  8人（14％）

④耕作していない・・・・・・・・・  8人（14％）
（※他の耕作者へ所有地を貸している）

(2) 経営規模を教えてください。（回答者数49名）

①１ha未満・・・・・・・・・・・・  5人〈10％〉

②１～２ha・・・・・・・・・・・・  2人〈 4％〉

③２～３ha・・・・・・・・・・・・  4人〈 8％〉

④３～５ha・・・・・・・・・・・・  6人〈12％〉

⑤５～10ha・・・・・・・・・・・・ 13人〈27％〉

⑥10ha以上・・・・・・・・・・・・ 19人〈39％〉

(3) 農業用パイプラインの整備により水が安定して

使えるようになりましたか？（回答者数46名）

①はい・・・・・・・・・・・・・・ 31人〈67％〉

②いいえ・・・・・・・・・・・・・  4人〈 9％〉

③どちらでもない・・・・・・・・・  7人〈15％〉

④わからない・・・・・・・・・・・  4人〈 9％〉

(4) 農業用パイプラインの整備により農作物の

品質や収量が上がりましたか？（回答者数42名）

①はい・・・・・・・・・・・・・・ 17人〈41％〉

②いいえ・・・・・・・・・・・・・  2人〈 5％〉

③どちらでもない・・・・・・・・・ 14人〈33％〉

④わからない・・・・・・・・・・・  9人〈21％〉

※「はい」と答えた方の収量向上率は以下のとおり。

１～10％向上：９人、10～20％向上：５人、20％以上向上：３人

(5) 農業用パイプラインの整備により品質や収量が

上がった農作物は何ですか？（回答数29※複数回答、(4)で①はいと回答した者に占める割合を記載）

①レタス・・・・・・・・・・・・・  9（53％）

②デントコーン・・・・・・・・・・  5（29％）

③アスパラガス・・・・・・・・・・  4（24％）

④キャベツ・・・・・・・・・・・・  4（24％）

⑤スイートコーン・・・・・・・・・  2（12％）

⑥その他・・・・・・・・・・・・・  5（29％）

(6) 排水路の整備により排水不良が解消されましたか？（回答者数46名）

①はい・・・・・・・・・・・・・・  9人〈20％〉

②いいえ・・・・・・・・・・・・・  8人〈17％〉

③どちらでもない・・・・・・・・・ 17人〈37％〉

④わからない・・・・・・・・・・・ 12人〈26％〉

利
用
者
等
の
意
見

25%

47%

14%

14%

10%
4%

8%

12%

27%

39%

67%9%

15%

9%

20%

17%
37%

26%

41%

5%

33%

21%
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(7) 農道の整備により車両走行時間が短縮されましたか？（回答者数43名）

①はい・・・・・・・・・・・・・・ 14人〈32％〉

②いいえ・・・・・・・・・・・・・  5人〈12％〉

③どちらでもない・・・・・・・・・ 15人〈35％〉

④わからない・・・・・・・・・・・  9人〈21％〉

※「はい」と答えた方の走行時間短縮率は以下のとおり。

１～10％短縮：７人、10～20％短縮：５人、30％以上短縮：２人

(8)事業を実施して良かったですか？（回答者数56名）

①はい・・・・・・・・・・・・・・ 31人（55％）

②いいえ・・・・・・・・・・・・・  4人（ 7％）

③どちらでもない・・・・・・・・・ 13人（24％）

④無回答・・・・・・・・・・・・・  8人（14％）

(9)事業を実施して良かった理由は何ですか？（回答数88※複数回答、(8)で①はいと回答した者に占める割合を記載）

①農作業の効率が向上した 16（52％）

②農業用水の管理や確保が楽になった 14（45％）

③日常生活での車両通行が楽になった 10（32％）

④車両通行の安全性が向上した  9（29％）

⑤降雨時の排水が迅速になった  8（26％）

⑥農業の経営規模が拡大した  8（26％）

⑦悪臭の発生が軽減された  7（23％）

⑧農業の収益が向上した  6（19％）

⑨排水路の維持管理が楽になった  5（16％）

⑩排水路の水質が良くなった  3（10％）

⑪排水路の安全性が確保された  1（ 3％）

⑫その他  1（ 3％）

３　考察

(1) アンケート結果(3)、(4)、(5)、(9)

(2) アンケート結果(6)、(9)

(3) アンケート結果(7)、(9)

(4) アンケート結果(8)、(9)

回答者の67％から「農業用パイプラインの整備により水が安定して使えるようになった」、
41％から様々な品目で「農作物の品質や収量が上がった」との回答が得られたことから、畑地
かんがいの効果が発揮されているものと考えられる。なお、畑地かんがい用水への依存度が低
い飼料用作物を栽培している受益者が複数いることから、「どちらでもない」や「わからな
い」という回答が一定数あったものと考えられる。
　また、回答者の23％から「悪臭の発生が軽減された」との回答があり、堆肥舎等の整備が家
畜排せつ物の適切な管理に寄与しているものと考えられる。

回答者の20％から「排水路の整備により排水不良が解消した」との回答が得られた。「降雨
時の排水が迅速になった」や「排水路の維持管理が楽になった」といった回答が挙げられ、排
水路整備の効果が発揮されているものと考えられる。なお、地区全体面積に対する排水受益は
２割程度のため、効果を感じた人が限定されたものと考えられる。

回答者の32％から「農道の整備により車両走行時間が短縮された」との回答が得られた。
「日常生活での車両通行が楽になった」や「車両通行の安全性が向上した」といった回答が挙
げられ、農道整備の効果が発揮されているものと考えられる。なお、地区全体面積に対する農
道受益は２割程度のため、効果を感じた人が限定されたものと考えられる。

回答者の55％から「事業を実施して良かった」との回答が得られた。「農作業の効率が向上
した」や「農業用水の管理や確保が楽になった」といった回答が多く挙げられ、事業効果が発
現しているものと考えられる。
　また、「どちらでもない」や「無回答」が多かったのは、経営規模の小さい農家や他の農家
に農地を貸して、現在は耕作していない者が相当数いるためと考えられる。

55%

7%

24%

14%

32%

12%

35%

21%
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(1) 事業着手時と事後評価時の社会経済情勢の変化

 〇 関連する開発プロジェクト等の状況
①国営かんがい排水事業馬淵川沿岸一期地区

工期：H5～H20
関連事項：ダム、揚水機場及び用水路の整備

②国営かんがい排水事業馬淵川沿岸二期地区
工期：H14～H23
関連事項：揚水機場及び用水路の整備

※ 受益面積約2,200haへ農業用水を供給するため、ダム、揚水機場及び用水路など畑地かん
がい施設に係る主要施設の整備が行われた。

(2) 自然環境等の状況及び環境配慮事項
（動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手県自然環境保全区分による保全区分）
・ 岩手県自然環境保全指針による保全区分は「Ｃ」である。
・ 本事業区域内において、特に保全・配慮すべき動植物は確認されていない。
・ 工事における環境負荷の低減に努めるため、再生砕石の積極的な使用や低騒音・低排出

ガス対策型機械による施工を徹底した。
（事業完了後の環境の変化）
・ 周辺環境の変化は、特に見当たらない。

(1) 当該地区についての総括的なコメント及び改善措置の必要性
①総括的なコメント
・

・

・

以上により、当初期待された事業効果は、十分に発揮されている。

②改善措置の必要性

(2) 今後の同種の事業計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

①今後の同種の事業計画・調査のあり方

②事業評価手法の見直し必要性

　基本的な評価手法について、見直しの必要はない。

事業効果が発揮され、利用者等の意見が肯定的であることから、改善の必要はない。

　本地区での整備内容や効果の発現状況等は、同種事業を計画する地区における地元説明
会で紹介する等、合意形成段階から活用していく。
　また、事業計画や調査に当たっては、地域の担い手の確保・育成や導入作物の選択につ
いて、十分な話合いを行うほか、地域の活性化など、地域全体の将来を見据えた検討を
行っていくことが重要である。

肯定的な意見
が多い

重大な変化な
し

着手
年度

完了
年度

当初
事業費
(百万円)

完成時
事業費
(百万円)

再評価
年度

事業の
効果等

社
会
経
済
情
勢
等
の
変
化

本地区は、畑作物の生産振興及び農業経営の改善を図るため、平成14年度に着工し、平成30
年度に完了した。
　国は、平成12年３月に「食料・農業・農村基本計画」を閣議決定し、４つの基本方針（１ 食
料の安定供給の確保、２ 多面的機能の発揮、３ 農業の持続的な発展、４ 農村の振興）が示さ
れた。この中で、農業生産基盤の整備として、中山間地域等における高付加価値型農業等を展
開するため、地域の実情に応じた農業生産の基盤と農村の生活環境の一体的整備を促進してい
くこととされた。その後、同基本計画は、おおむね５年ごとの変更を経て、最新の基本計画
（令和２年３月閣議決定）においては、「食料自給率の向上」と「食料安全保障の確立」が基
本方針として示されている。
　また、令和３年３月には、計画期間を令和３年度～令和７年度とする新たな「土地改良長期
計画」が閣議決定され、「持続的に発展する農業と多様な人が住み続けられる農村の実現に向
けて」を基本理念とし、３つの政策課題（１．生産基盤の強化による農業の成長産業化、２．
多様な人が住み続けられる農村の振興、３．農業・農村の強靱化）が掲げられた。
　この具体の施策として、畑地や樹園地では、高品質な野菜や果樹の国内需要や輸出拡大に対
応するため、畑地かんがい施設の整備等を推進していくとともに、新規作物の導入や地域特産
物の生産振興を図り、それらの加工・販売を通じた高付加価値化を促すこととされている。

今

後

の

課

題

等

(事業名)　畑地帯総合整備事業（東奥中山）

事業の概要
評価の概要

事業効果等の検証等
改善措
置の必
要性

事業計
画・調査
のあり方
の見直し

評価手
法の見
直し

なし あり なし

　農業用パイプラインの整備により、農業用水の安定供給が可能となり、レタスやキャベ
ツなどの高冷地野菜の収量が増加し、農業経営の安定化が図られている。

排水路の整備により、排水不良が解消されたほか、水路の維持管理の負担が軽減されて
いる。
　農道の整備により、大型農業機械やトラックの通行が可能になったほか、日常生活での
交通の利便性が向上し、農村生活環境の改善につながっている。

利用者等
の意見

社会経済情
勢等の変化

H14 H30 2,570 2,189 H27 発現している
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○畑地かんがい施設

　共同給水栓 栽培状況（アスパラ）

散水作業状況（レタス） 散水作業状況（レタス）

○排水路

    整備前   整備後

二戸郡一戸町

公共事業評価　事後評価調書　（付表）

事業名 畑地帯総合整備事業 補助・単独 担当部課名 農林水産部農村建設課

路線名等 － 地区名 東奥中山
ひがしおくなかやま

市町村
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○農道

 整備前    整備後

○集落環境管理施設

   堆肥舎 液状コンポスト施設

　堆肥散布状況    収穫状況（デントコーン）

路線名等 　－ 地区名 東奥中山
ひがしおくなかやま

市町村 二戸郡一戸町

公共事業評価　事後評価調書　（付表）

事業名 畑地帯総合整備事業 補助・単独 担当部課名 農林水産部農村建設課

35



二戸郡一戸町路線名等 地区名 東奥中山
ひがしおくなかやま

市町村　-

公共事業評価　事後評価調書　（付表）

事業名 畑地帯総合整備事業 補助・単独 担当部課名 農林水産部農村建設課
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１ 農業経営の安定化のための農業農村整備事業の導入 

一戸町の東奥中山地区は、冷涼な気候を活かした野菜栽培と酪農、畜産を組み合わせた複

合経営が多く、かんがい施設や農道が未整備のため、栽培管理や農作物運搬に支障を来たし

ていたことから、農業基盤の整備による担い手の規模拡大や経営安定を図るため、県営畑地

帯総合整備事業(H14～30)を導入。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「摺糠地区農地・水・環境保全会」の取組 

① 奥中山地区内の摺糠集落では、農業基盤の整備が進むなか、施設の保全活動や農村環境の

美化活動に共同で取り組むため、平成 24年度に「摺糠地区農地・水・環境保全会」を設立。 

② 受賞団体は、農業・農村の有する多面的機能の維持増進に対する共同活動にとどまらず、

摺糠集落の３世代交流会や収穫祭、奥中山クロスカントリースキー大会など、様々な地域活

動に携わるなど、集落環境や伝統を維持・継承・創造する活動を展開。 

③ また、上記の保全活動や地域活性化に向けた活動を通じて、以下の成果に大きく貢献。 

・畑地かんがい施設により、レタスの収量増加や干ばつ被害減少に伴う品質向上が図られ、

平成 27年度の奥中山地域のレタス販売額は、過去 10年で最高となる 10億円を達成。 

・安定した農業経営や手厚い子育て支援策などを背景に、若い親世代のＵターンによる定住

が進み、子どもの数が平成 23年に比べて 20％増加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【畑地かんがい面積 406ha】 

・ 畑地かんがい施設整備 ⇒ 作物の収量・

品質の向上、労働時間の短縮、生産費の低減 

・ 農道、排水路整備 ⇒ 通作や農作物の運

搬の効率化、湛水被害・湿害防止 

・ 担い手農家 ⇒ 経営農地の規模拡大 

・ 家畜排泄物処理施設整備 ⇒ 環境保全 

〈地区内の畑地〉 

平成 28 年度農業農村整備事業優良地区コンクール農林水産大臣賞受賞 

「摺
すり

糠
ぬか

地区農地・水・環境保全会」（一戸町）の取組 

〈畑地かんがい施設整備〉 

農業経営の安定化 
地域資源(水路)の保全活動 

都市農村交流イベント 

（クロスカントリー大会） 

収穫祭 ３世代交流行事 

地域づくり活動の活発化 

新たな経営の展開 

【摺糠集落の 12 歳以下の人口(人)】 

若
い
担
い
手
の
定
着 

子供の数が４年間で 20％増加！ 

40
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様式１６

令和５年８月25日作成

〔事業根拠法令等：交通安全施設等整備事業に関する緊急措置法、道路法〕　

(1) 事業目的

(2) 事業内容

(3) 整備目標等

(4) これまでの評価経緯

・再評価なし

～

～

事業概要図

Ｈ23 Ｈ26 （当初全体計画期間)

最終全体事業期間

（うち用地費） （うち用地費）

道路環境改善事業
（交通安全施設整備）

一関市

H23年度

284.4

いわて県民計画における目標値（～平成30年度）
　県管理道路の通学路（小学校）における歩道設置率　：　75.6%（平成30年度末）

　実績　：　75.7%

一般県道

事業名

（当初）全体計画延長　L=1,500m
　歩道整備部：計画延長　L=1,500m、計画幅員　W=5.5（10.0）m

（最終）全体計画延長　L=1,500m
　歩道整備部：計画延長　L=1,100m、計画幅員　W=5.5（10.0）m
　路面標示部：計画延長　L=  400m、計画幅員　W=5.5（ 7.0）m

（変更理由）
　事前評価時は、予備設計を基に、終点部400mは、線形改良及び歩道整備を行う計画としてい
たが、事業化後の詳細設計の結果、線形改良に伴う影響範囲が想定よりも大きく、建物補償及
び用地買収費用が増大することが判明した。また、大規模な線形改良となり、交通安全施設整
備事業の範疇を超えるため、終点部400mについては、路面標示による安全確保としたもの。

市町村

事業
着手

事業
期間

R1

道路環境課　担当部課名補助・単独

地区名 保呂羽
ホロワ

当該地区は、保呂羽小学校が藤沢小学校と統合になったことから、保呂羽地区から藤沢小学校
に通学する児童の通学路や地元住民の生活道路として利用されている。大型車交通量が多いこと
に加え、道路の見通しが悪い箇所もあり非常に危険な状態となっていた。
　そのため、歩道整備や路面標示を行うことにより、通学児童、地区住民、通行車両の安全確保
を図ることを目的とする。

路線名等

公共事業　事後評価調書

事

業

概

要

H25年度

Ｈ23

事
業
費
〔

百
万
円
〕

最　　終
総事業費
（R1）

(10.0) (4.5)

再評価時
総事業費

Ｈ23年度

当初計画
総事業費
（H22）

320.0

（うち用地費）

 他

　県

財　　源

工事
着手

用地
着手

藤沢
フジサワ

大籠
オオカゴ

線
セン

 国庫 146.2

138.2

一般県道藤沢大籠線 保呂羽工区

計画延長L=1,500m

至 盛岡

至 気仙沼

藤沢小学校

一
般
県
道
藤
沢
大
籠
線

一般県道藤沢津谷川線

主要地方道花泉藤沢線

一
般
国
道

4
5
6
号

一
般
県
道
綱
木
黄
海
線

旧保呂羽小学校
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整備効果の発現状況

○歩行者の通行の安全性を向上

歩行者空間と車両走行空間の混在 ⇒ 車道と独立した歩行者空間（W=2.5m)を確保

　本事業整備前（H17～H24）は事業区間内で４件の人身事故が発生していたが、

　事業完了後、人身事故は発生していない。

○排水機能の改善（副次的な効果）

整備前は片側のみにＵ型側溝が整備されていたが、今回の事業で反対側にもＵ型側溝を

整備したことにより、排水機能が改善した。

 〇 費用便益分析

　費用便益分析手法:　道路投資の評価に関する指針（案）　 　　　　　　　　（単位：百万円）

改築費（現在の価値）

維持費（現在の価値）

総　費　用 (C)

時間短縮便益

走行経費減少便益

事故減少便益

環境改善便益

大型すれ違い

歩行快適性

小計　①＋②

修正便益

総便益（B）

※費用便益が増減した理由
・現在価値換算による総費用の増加によるもの。
・歩道整備延長減による便益の減少によるもの。

2.2

972.6

329.9

1,457.0

450.0

972.6

（基準年：H22 ）
320.0

事
業
の
効
果
等

事

業

の

効

果

等

区　 　分

事業着手時 再評価時

費
用
項
目

9.9

便益　①

その他　便益　②

事後評価時

1,043.0

353.1

96.9

（基準年：R5 ）

0.0

972.6

3.2
費 用 便 益 比 (B/C)
　修正便益含み

0.0

1,043.0

1,043.0

1,043.0

3.2

484.4

費 用 便 益 比 (B/C)
　修正便益除き

便
益
項
目

-

-

事業後

（歩道整備事業前

7 5 0 2  7 5 0

7  0 0 0

2  7 5 0 7 5 0 2  5 0 0

7 5 0 2  7 5 0

7  0 0 0

2  7 5 0 7 5 0

5 0 0

1 0 0 0 0
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○調査期間：

○有効回答：

○回答者属性：

２

５　自由意見（歩道整備の改善点等）

【感謝等の意見】

・非常に良くなりました。

・勾配がきつく、子供が自転車を押して歩いている部分なので恩恵が大きい。

・整備していただいて、本当に感謝しております。

【歩道の延伸要望】

・延長して整備を進めてほしい。

・トラック等の往来が多いので歩道の延長を希望します。

・通学等での利用もあり歩道整備工事区間の延長を希望します。

 【歩道整備に対する意見】

・歩道整備が部分的でつながっていないので、安全面、使用面で不十分。

（担当課補足）今回整備区間より藤沢小学校側の人家連坦部で歩道中抜け区間あり。

・学生が歩く危険な場所を優先してほしい。

アンケート回答者のうち、当該整備区間の利用頻度の高い方（週に数回以上利用）の割
合は約60％となっており、今回整備区間の利用頻度が高いという結果が得られた。

　約85％の方が歩道整備により歩行者の安全が確保できたと回答しており、整備効果が
あったと判断される。

　約85％の方が「非常に良かった」「よかった」と回答し、「非常に悪い」と回答された
方がいなかったため、地域満足度が高かったと判断される。

４　歩道整備の満足度
　（Q.歩道整備を行った内容について満足度はどのくらいですか。）

男性71.4％、女性28.6％

利
用
者
等
の
意
見

一般県道藤沢大籠線保呂羽地区歩道整備事業に関するアンケート結果について

○調査対象：保呂羽地区の住民及び道路利用者

　「乗用車」と回答した方が最も多く、［バス等に同乗」「トラック」を含めると、約
95％の方が車両による通行であり、自動車交通への依存が高いという結果が得られた。

　63人　　回収率37.0％　（63/170人）

３　整備による利用する方における歩行者の安全確保
　（Q.今回の歩道整備を実施したことで歩行者の安全が確保されたと思いますか。）

令和５年５月18日～６月15日（29日間）

３　整備区間を通行する主な手段
　（Q.整備区間を通行する際の主な通行手段について教えてください。）

１　整備区間の利用頻度
　（Q．整備した区間の道路をどのくらいの頻度で利用していますか。）

29% 29% 38% 5%

ほぼ毎日 週に１～３回利用 月に１～３回利用 利用したことがない

88%
2%

5% 5%

乗用車 トラック バイク バス等に同乗 自転車 徒歩

67% 18% 7%
2%

7%

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない わからない

38% 47% 12% 3%

非常に良かった 良かった どちらともいえない あまり良くない 非常に悪い

4.8% 9.5% 15.9% 12.7% 33.3% 23.8%

20歳代以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上
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(1) 事業着手時と事後評価時の社会経済情勢の変化

 〇 関連する開発プロジェクト等の状況

(1) 当該地区についての総括的なコメント及び改善措置の必要性

①総括的なコメント

②改善措置の必要性

(2) 今後の同種の事業計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

事業効果等の検証等

発現している

・H22センサス673台/12h、R3 センサス801台/12h
・周辺施設に変化は見られない

評価の概要

（動植物、地形・地質、歴史文化、景観等の状況及び岩手自然保全指針による保全区分）
・岩手県自然環境保全指針による保全区分：「D」
・希少野生動植物の有無：「無し」
・埋蔵文化財等の有無：「無し」

（事業実施において環境に配慮した事項）
・路盤材に再生砕石を、アスファルト舗装材に再生合材を使用
・排出ガス対策型建設機械の使用

（事業完了後の環境の変化）
・地形改変は最小限にとどめたことから、環境変化は特にみられない。

なし

利用者等
の意見

①今後の同種の事業計画・調査のあり方
事業計画について、住民説明会を工事着手前に開催し理解を得ながら進めているところであ

るが、今回行ったアンケートに歩道の延伸要望等が寄せられていることから、事業計画段階で
より広範囲の住民の声を収集できる手法を今後検討する。

改善措
置の必
要性

事業計
画・調査
のあり方
の見直し

肯定的な意見
が多い

事業の概要

320.0

再評価
年度

事業の
効果等

着手
年度

当初
事業費
(百万円)

R1 あり

社
会
経
済
情
勢
等
の
変
化

今

後

の

課

題

等

社会経済情
勢等の変化

H23

(事業名)

本事業は、通学児童等歩行者の安全確保を目的として、歩道整備や路面標示を行ったものである。
事業実施により、歩行者と通行車両が分離され、整備後に事故が起こっていないことからも、歩行者の

安全が確保されたものと判断される。
　また、アンケート調査においても、整備効果があったとする意見が約85％を占めたことから、事業計画
において想定した整備効果が発現したものと判断される。

なし

評価手
法の見
直し

完了
年度

　なし

284.4 なし

道路環境改善事業(交通安全施設整備）
一般県道藤沢大籠線　保呂羽

(2) 自然環境等の状況及び環境配慮事項

②事業評価手法の見直し必要性
事業効果の発現を確認したことから見直しの必要性は特に認められない。

完成時
事業費
(百万円)

アンケート結果より、事業効果の発現を確認しており、改善措置の必要はないと判断され
る。
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○事業整備前後の状況

・整備前 ・整備後

○路面標示の状況 ○歩道の利用状況

写真③ 写真④

一関市

道路環境課　

路線名等 一般県道 藤沢大籠線 地区名

写真① （整備前）

写真②（整備前） 写真②（整備後）

写真① （整備後）

市町村

公共事業評価　事後評価調書　（付表）

保呂羽

　道路環境改善事業
（交通安全施設整備）

補助・単独 担当部課名事業名
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1

2
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3

4
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H22

5

L=1,500m

6
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L=1,500m
L=1,500m

L=1,100m
L=400m

W=5.5 10.0 m
W=5.5 7.0 m

23

284.4

7

L=1,500mL=1,500m

8

→
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9

10

60



17 24

11

12

61



284.4

B/C 1.0

13

50

14
B) 972.6
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15

170 63 37.0
71.4% 28.6

4.8 9.5 15.9 12.7 33.3 23.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20 30 40 50 60 70

16
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Q

Q

Q

Q

17

Q1

29% 38% 5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q

88% 2% 5% 5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60

95

18
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Q

67% 18% 7% 2% 7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q

38% 47% 12% 3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

85

85

19

Q

85
85

20
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21

H22 673 /12h R3 801 /12h

D

As

22

66



23

0

B/C 1.0

85

24
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公共事業及び大規模事業の事後評価実施計画の策定について 

１ 事後評価実施計画の策定に関する規定について 

・公共事業評価実施要領 抜粋 

第４ 各部長は、毎年度、政策企画部長が定める日までに、当該年度の翌年度から起算して３年

度目に事後評価の対象として見込まれる事業を政策企画部長に報告するものとする。 

２ 政策企画部長は、前項による各部長からの報告に基づき、条例第９条の規定により設置する 

岩手県政策評価委員会（以下「委員会」という。）の意見を聴いたうえで、翌年度以降３年度

間における当該計画を策定する。 

 

・大規模事業評価実施要領  

 同上 

・事後評価の対象 

事業名 評価の対象（実施要領第２第２項） 

道路事業 事業完了後概ね３年を経過したもの 

農業農村整備事業 事業完了後概ね５年を経過したもの 

その他の事業(道路事業、農業農村整備事業 

及び水産基盤整備事業以外の事業) 
事業完了後概ね３年から５年を経過したもの 

水産基盤整備事業 事業完了後概ね３年から６年を経過したもの 

大規模施設整備事業 事業完了後概ね５年を経過したもの 

 

２ 公共事業及び大規模事業の事後評価実施計画の策定について 

今年度においては、令和６年度から令和８年度までの３年度分の計画を策定することとし（参考

資料１の年次計画を参照）、各部局に対象事業を照会の上、次の方針により計画案を別紙２のとお

り作成した。 

(1) 公共事業事後評価実施計画 

【令和６年度】 

・ 昨年度策定した当該年度分の計画の一部を変更する。 

 ⇒ 内容： 「治山事業・防災林造成事業（吉浜）」を実施計画から削除する。 

   理由： 当該地区は、東日本大震災津波により消失した海岸防潮林の復旧整備を行っ

たものだが、昨年度の委員会での御意見を踏まえ、当該事業は、原形復旧事業

の性質を有することから、今後の事業の改善に繋げるという事後評価の趣旨に

馴染まないものと判断したため。 

【令和７年度】 

・ 昨年度策定した当該年度分の計画と同一とする。 

【令和８年度】 

・ 毎年度選定している道路事業及び農業農村整備事業については、いずれの事業も大規模

公共事業が該当したことから、そちらを優先する。 

・ その他事業については、令和７年度に３年度分（令和８年度から令和 10年度まで）をま

とめて選定する予定。 

 

 

 

資料 No.５ 
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(2) 大規模事業事後評価実施計画 

【令和６年度及び令和７年度】 

・ 昨年度策定した当該年度分の計画と同一とする。 

（ただし、令和７年度の記載内容について、一部軽微な変更あり） 

【令和８年度】 

・ 大規模施設整備事業について、当該年度に対象となった１事業を選定する。 

・ 毎年度選定している道路事業及び農業農村整備事業については、いずれの事業も大規模

公共事業が該当したことから、当該事象を選定する。 

・ その他事業については、令和７年度に３年度分（令和８年度から令和 10年度まで）をま

とめて選定する予定。 
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 別紙１  

 

公共事業事後評価候補地区の選定方針一覧表 
 

事業名 選定方針 

農業農村 

整備事業 

本事業の中には、様々な性格の事業があることから、次のように事業分類し、事業

分類別に①再評価、②事前評価、③総事業費の優先順位で地区を選定。 

１ ほ場整備事業（各年度２地区）、２ 農業水利事業（各年度１地区）、３ 農道整

備事業（２年度１地区）、４ 中山間事業（２年度１地区）、５土地総事業 (２年度

１地区）、６ 防災事業（２年度１地区） 

 

※ カッコ内の事業分類別選定地区数は、今後予定されている事業費シェアにより算

出している。今後は「ほ場整備事業」が非常に多く、次いで「農業水利事業」、「農道

整備事業」という順で予定されている。 

 

規模の大きい地区（総事業費 50億円以上）及び小さい地区（総事業費１億円未満）

は除外。 

治山事業 過去に事前評価を実施しており、完了後概ね３年を経過した地区のうち、総事業費

の大きい５地区を選定。 

林道事業 事前評価又は再評価を実施した地区かつ事業完了後概ね３～５年を経過した地区

を選定。 

水産基盤 

整備事業 

以下の順に５地区を選定。 

①漁港関係、漁場関係、漁村関係事業別の完了年の古い順、②過去に事前評価を実

施した地区、③事業費の大きい地区 

  道路事業 

（道路建設） 

以下の順に５地区を選定。 

①事後評価を実施していない事業（予定も含む）、②過去に事前評価を実施した地区、

③過去に再評価を実施した地区、④総事業費の大きい地区 

道路事業 

（道路環境） 

・道路環境課においては様々な道路事業を所管していることから、事業ごとに事前評

価を実施した地区を選定。 

・事前評価を実施した地区が複数ある道路事業においては、総事業費の大きい地区を

選定。 

河川事業 過去に事前評価又は再評価を実施した地区並びに総事業費の上位３箇所を選定。 

海岸事業 過去に事前評価又は再評価を実施した地区並びに総事業費の上位３箇所を選定。 

砂防事業 事前評価を実施した箇所で、完了後概ね 5年を経過した砂防事業及び急傾斜地崩壊

対策事業から、事業費の大きい箇所を１箇所ずつ選定。 

都市計画事業 事業完了地区のうち、交通量等が多い地区で都市内の課題である渋滞等が顕著であ

った地区を選定。 

下水道事業 事業完了後概ね５年を経過した地区を選定。 

公営住宅建設 本事業の中には、建替事業と改善事業の２つの性格の事業がある。対象となる事業

について、建替事業から 1か所、改善事業から 2か所該当する事業を選定。 

港湾事業 事業完了後概ね５年を経過した地区を選定。 
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事後
評価
実施
年度

事業の種類 事業名 路線名等 箇所名 主な事業内容
総事業費
（千円）

着
手
年
度

完
了
年
度

事前
評価
年度

再
評
価
年
度

備考

港湾施設整備事業 大船渡港
永浜・山口
地区

ふ頭用地37,000m2 4,416,696 H6 R1 － H26

茶屋前地区が担う物流拠点機能の移転を目的とし、永浜山口地区に岸
壁(-13.0m)2 バースや岸壁(-7.5m)3 バース等を計画し、これらのう
ち、県事業として岸壁（-13m）背後のふ頭用地造成を行うことによ
り、地域経済の振興及び地域活性化を図るものである。

港湾施設整備事業 大船渡港 永浜・山口
地区

ふ頭用地16,000m2
※-7.5m背後

3,920.90 H6 R1 － H25

港湾改修事業 大船渡港 永浜・山口
地区

-7.5m岸壁130m
臨港道路2,020m

1,478.26 H7 H30 － H27

港湾改修事業 大船渡港 永浜・山口
地区

-4m物揚場185m
防波堤265m
船揚場50m

1,478.26 H7 R1 － H27

港湾施設整備事業 大船渡港 永浜・山口
地区

ふ頭用地14,000m2
※-4m背後

399.97 H7 R1 － H27

農業農村整備事業
経営体育成基盤整備
事業

六原地区 北上市、
金ケ崎町

区画整理　240.5ｈａ
暗渠排水　230.8ha

3,390,365 H21 R1 H20 -
意欲と能力のある経営体の育成に向け、営農の効率化と低コスト生産
を促進するため、区画整理や農業用用排水施設、農道等の必要な基盤
整備を行う。

治山事業 防災林造成事業 - 吉浜 防風工1式、植栽工0.14ha 473,592 H30 R2 H29 -
H23年発生の東日本大震災津波により消失した防潮林を復旧し、潮風等
の被害を防止するもの。
保全対象：人家47戸、県道、市道、鉄道、農地ほか

道路事業
（道路環境）

道路環境改善事業
(交通安全施設整備)

国　２８１号 大川目
歩道設置
L=840m

289,160 H26 R3 H22 -
通学中の児童等の安全を確保するため、通学路指定箇所の歩道整備を
行ったもの。

農業農村整備事業 畑地帯総合整備事業 男神・米沢・湯
田地区

二戸市
畑かん施設　121.3ha
農道　2,940ｍ

1,540,500 H21 R2 H20 －
干害からの回避、高品質・高収益作物の導入、作付時期の調整による
計画的出荷など、効率的・安定的な農業経営の確立のため、畑かん施
設や農道の整備を行う。

事後
評価
実施
年度

事業の種類 事業名 路線名等 箇所名 主な事業内容
総事業費
（千円）

着
手
年
度

完
了
年
度

事
前
評
価
年
度

再
評
価
年
度

備考

道路事業
（道路建設）

地域連携道路整備事
業（ネットワーク形
成型）

一般国道340号 押角峠 道路改築L=3,700m 11,637,000 H26 R2 H25 -
当該区間においては、道幅が狭く、急カーブ、急勾配が連続するな
ど、交通の難所であることや、JR岩泉線廃止に伴う代替路線であるこ
とから、道路整備により、安全で円滑な通行を確保するもの。

【施設整備】 高森高原風力発電所 - 一戸町

・定格出力25,300kW(2,300kWｘ11
基)
・制御方式：出力変動緩和制御型
風力

12,437,830 H25 H29 H24 -

岩手県が自ら率先して再生可能エネルギー導入の取組を進めることに
より、県内の再生可能エネルギーによる電力自給率の向上や温室効果
ガス削減に貢献し、更には、地域社会の発展や県民福祉の向上を図る
ため、地方公営企業として電気事業を運営してきた企業局の知見を活
かした大規模風力発電事業を実施するもの。

水産基盤整備事業 大船渡漁港整備事業 大船渡漁港 大船渡市
-5m岸壁444m

用地33,723m2 他
8,839,245 H14 H29 H13 H24

荷さばき施設用地の造成、水産物陸揚げ用岸壁、臨港道路などの輸送
施設、防波堤等を整備し、流通機能や漁船安全係留機能の強化を図る
とともに、水産物衛生管理効能強化等を図る。

河川事業 簗川ダム建設事業
一級河川北上川
水系簗川

盛岡市

ダム高77.2ｍ、堤頂長242.7ｍ、堤

体積230,000ｍ3、総貯水容量19,100

千ｍ3

52,286,680 H4 R2 - H27

簗川は、盛岡市の市街地東部を貫流する河川であり、断面が狭小なた
め、過去、たびたび洪水被害を受けており、特に昭和22年、23年のカ
スリン台風、アイオン台風により甚大な被害が生じている。近年にお
いても平成２年、14年等の豪雨により沿川の家屋や農地、道路等が冠
水し、堤防等に被害を受けてきた。また、簗川は古くから沿川のかん
がい用水や水道水として広く利用されており、盛岡市及び矢巾町の水
道水の安定した水源の確保、並びに流水の正常な機能の維持が必要と
なっている。このため、本事業により多目的ダムを築造するものであ
る。

【施設整備】
岩手県立福岡工業高
等学校改築等事業

- 二戸市

（変更前）
校舎　4,195㎡（改築、木造一部RC
造）、仮設校舎（2,323㎡）設置、
校舎解体

（変更後）※財産登録面積に変更
校舎　4,193㎡（改築、木造一部RC
造）、仮設校舎（2,334㎡）設置、
校舎解体

2,513,252 H30 R2 H29 -
校舎の老朽化が著しく、耐震性も低いことから、生徒が安全で安心し
て学べる教育環境を確保し、学校教育活動の円滑な推進に資すること
を目的とする。

農業農村整備事業
土地改良総合整備事
業

和賀中部岩崎 北上市

区画整理  14.3ha
農道 　　  2.5km
用排水路 143.5km
暗渠排水  14.2ha

5,516,000 H23 R3 H22 -
意欲と能力のある経営体の育成に向け、営農の効率化と低コスト生産
を促進するため、区画整理や農業用用排水施設、農道等の整備を行
う。

道路事業
（道路建設）

地域連携道路整備事
業(ネットワーク形成
型)

一般国道397号 小谷木橋
道路改築L=1,420m
（橋梁597m含む）

12,400,000 H24 R6 H23 R3
幅員狭小、線形不良の解消を図り、安全で円滑な交通を確保するも
の。

【施設整備】 岩手県立久慈高等学
校改築等事業

- 久慈市
校舎 6,557㎡（改築、RC造）、校
舎解体、校舎解体に伴うグラウン
ド整備　28,564㎡

3,141,655 H29 R3 H28 -
校舎の老朽化が著しく、耐震性も低いことから、生徒が安全で安心し
て学べる教育環境を確保し、学校教育活動の円滑な推進に資すること
を目的とする。

Ｒ７

大規模事業事後評価実施計画（案）

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ８
（今回
選定）

公共事業事後評価実施計画（案）

Ｒ６

【プロジェクト構成事
業】
港湾事業

茶屋前地区が担う物流拠点機能の移転を目的とし、永浜・山口地区に
岸壁(-13.0m)2バースや岸壁(-7.5m)3バース等を計画しており、これら
のうち、県事業として岸壁（-7.5m)の整備を行うことにより、地域経
済の振興及び地域活性化が図られる。

茶屋前地区の岸壁機能の移転に合わせて、茶屋前地区に在隻・活動し
ている作業船や官庁船等の小型船だまりを永浜地区に機能移転するこ
とにより、港湾機能の維持・強化が図られるものである。

別紙２

今回見直し（削除）
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H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

事業ごとの選定状況
今回
選定

事業名 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

道路事業（道路建設） ■ 大■ 大■ 大■ ■ 大■ ■ 大■ 大■ 大■ 大■

道路事業（道路環境） ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

農業農村整備事業 ■ ■ 大■ 大■ 大■２ 大■ 大■ ■ ■ ■ 大■ ■ ■ ■ ■ ■ 大■

河川事業 大■ 大■ 大■ ■ ■ 大■

砂防事業 ■ ■ ■ ■

海岸事業 大■ 大■ 大■

港湾事業 大■■ ■ 大■ プロ■

都市計画事業 ■ ■ ■ 大■

公営住宅建設事業 ■ ■ ■ ■

林道事業 ■ ■ ■ ■

治山事業 ■ ■ ■ ■ ■

水産基盤整備事業 ■ ■ 大■

空港事業 大■

下水道事業

大規模施設整備事業 ■■ ■ ■ ■

合　計 ６地区 ４地区 ６地区 ６地区 ７地区 ５地区 ４地区 ４地区 ４地区 ４地区 ４地区 ４地区 ４地区 ４地区 ４地区 ５地区 ５地区
４地区
程度

参考資料１

R7に３
年度分
(R8～
R10)を
一括し
て選定

※道路事業については、H22年度まで「道路建設」「道路環境」をそれぞれ毎年度実施していたが、震災対応等を考慮し、H24年度か
ら当面は交互に実施することとしているもの。

※選定にあたっては、大規模事業を優先することとし、大規模事業事後評価を実施する事業については、原則、同年度内に同種の公
共事業の事後評価を実施しないこととする（大規模事業と公共事業の地区をプロジェクト構成事業としてまとめて事後評価する場合
を除く）。

大規模事業事後評価実施計画及び公共事業事後評価実施計画策定の年次計画について

評価実施地区の選定状況

事後評価実施計画の計画年度

今回見直し

選定の頻度

毎年度選定
(R5年度はR8年
度分を選定)

３年度ごとに
選定

(３年分の候補
地の中から選

定）

選定済み 選定済み

今回の見直し・選定対象

一部選定済み

【凡例】

■：策定済み地区
■：令和５年度選定地区

今回削除

（変更後）４地区
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対象地区数（全体） 1 地区 農林水産部農村建設課

対象
地区
の案

№ 事業名 路線名等 箇所名 主な事業内容
総事業費
（千円）

着手
年度

完了
年度

事前
評価
年度

再評
価年
度

備　　考
〔県の重点施策との関連、事業目的など〕

◎ 1 土地改良総合整備事業
和賀中部岩
崎

北上市

区画整理  14.3ha
農道 　　  2.5km
用排水路 143.5km
暗渠排水  14.2ha

5,516,000 H23 R3 H22 －
意欲と能力のある経営体の育成に向け、営農の効
率化と低コスト生産を促進するため、区画整理や
農業用用排水施設、農道等の整備を行う。

対象地区数（全体） 1 地区 県土整備部道路建設課

対象
地区
の案

№ 事業名 路線名等 箇所名 主な事業内容
総事業費
（千円）

着手
年度

完了
年度

事前
評価
年度

再評
価年
度

備　　考
〔県の重点施策との関連、事業目的など〕

◎ 1
地域連携道路整備事業(ネット
ワーク形成型)

国　397号 小谷木橋
道路改築L=1,420m
（橋梁597m含む）

12,400,000 H24 R6 H23 R3
幅員狭小、線形不良の解消を図り、安全で円滑な
交通を確保するもの。

対象地区数（全体） 1 地区 教育委員会事務局教育企画室

対象
地区
の案

№ 事業名 路線名等 箇所名 主な事業内容
総事業費
（千円）

着手
年度

完了
年度

事前
評価
年度

再評
価年
度

備　　考
〔県の重点施策との関連、事業目的など〕

◎ 1
岩手県立久慈高等学校改築等
事業

- 久慈市

校舎 6,557㎡（改築、RC
造）、校舎解体、校舎解
体に伴うグラウンド整備
28,564㎡

3,141,655 H29 R3 H28 -

校舎の老朽化が著しく、耐震性も低いことから、
生徒が安全で安心して学べる教育環境を確保し、
学校教育活動の円滑な推進に資することを目的と
する。

大規模施設及び公共事業事後評価候補地区一覧表（令和８年度分）

農業農村整備事業

令和８年度候補地区（大規模公共事業）

大規模施設整備事業

令和８年度候補地区（大規模施設整備事業）

道路事業（道路建設）

令和８年度候補地区（大規模公共事業）
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令和５年 月 日  

 

岩手県知事 様 

 

岩手県政策評価委員会 

委員長  加 藤  徹 

 

 

公共事業評価について（答申） 

令和５年６月６日付け政第 50号で諮問のあった公共事業の再評価について、公共事業評価

専門委員会で審議した結果、下記のとおり答申します。 

記 

１ 経営体育成基盤整備事業 星山・犬吠森地区（紫波町） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

２ 中山間地域総合整備事業（生産基盤）霞沢地区（一関市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

３ 中山間地域総合整備事業（一般）愛宕地区（奥州市） 

【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

４ 林道整備事業 花見舟打線（二戸市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

５ 林道整備事業 三田貝線（岩泉町） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

６ 林道整備事業 大松沢線（陸前高田市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

答 申 書(案) 参考資料 
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７ 地域連携道路整備事業（地域密着型）主要地方道花巻北上線 黒岩（北上市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

８ 広域河川改修事業 一級河川北上川水系夏川ほか 油島（一関市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

９ 治水施設整備事業 一級河川和賀川 大野・内ノ沢～若畑（西和賀町） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

10 県単砂防事業 二級河川小本川水系 沢川目の沢（２）（岩泉町） 

【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

例示 

・「○○○○」とした県の評価は○○と認められる。 

・「○○○○」とした県の評価は○○と認められる。ただし、次の意見を付す。 

(1)・・・・すること。 

(2)・・・・すること。    

など 
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令和５年 月 日 

 

岩手県政策評価委員会 

  委員長 加 藤  徹 様 

 

岩手県公共事業評価専門委員会 

      専門委員長 小笠原 敏記  

 

 

公共事業の再評価に係る答申について 

令和５年６月６日付けで諮問の通知のありました公共事業の再評価について、令和５年○

月○日開催の第○回公共事業評価専門委員会において、すべての調査審議を終了し、次のと

おり決定しましたので報告します。 

記 

１ 経営体育成基盤整備事業 星山・犬吠森地区（紫波町） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

２ 中山間地域総合整備事業（生産基盤）霞沢地区（一関市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

３ 中山間地域総合整備事業（一般）愛宕地区（奥州市） 

【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

４ 林道整備事業 花見舟打線（二戸市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

５ 林道整備事業 三田貝線（岩泉町） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

 

審議結果報告(案) 
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６ 林道整備事業 大松沢線（陸前高田市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

 

７ 地域連携道路整備事業（地域密着型）主要地方道花巻北上線 黒岩（北上市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

８ 広域河川改修事業 一級河川北上川水系夏川ほか 油島（一関市） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

９ 治水施設整備事業 一級河川和賀川 大野・内ノ沢～若畑（西和賀町） 

  【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

10 県単砂防事業 二級河川小本川水系 沢川目の沢（２）（岩泉町） 

【審議結果】 

「事業継続」とした県の評価は（妥当・妥当ではない）と認められる。（ただし、次の意

見を付す。） 

 

 

例示 

・「○○○○」とした県の評価は○○と認められる。 

・「○○○○」とした県の評価は○○と認められる。ただし、次の意見を付す。 

(1)・・・・すること。 

(2)・・・・すること。    

など 
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